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株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社は平成15年3月31日をもって第11期営業年度（平成

14年4月1日から平成15年3月31日まで）を終了いたしましたので、

ここに事業報告書をお届けし、第11期決算につきましてご報告申

し上げます。

株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援ご鞭

撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成15年6月

代表取締役会長

関　陽一
代表取締役社長

藤川　操

株主のみなさまへ
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当期におけるわが国経済は、輸出主導で景気に一部回復の兆し
が見られたものの、民間設備投資は依然として低水準で推移し、
株価の下落や不良債権処理の遅れ、失業率の増加による個人消費
の冷え込みなどが景気への下押し要因となり、全般的に厳しい状
況が続きました。
射出成形機業界におきましては、一時停滞していたＩＴ（情報

技術）関連向けの需要が回復し、国内メーカーの総出荷台数は2
年ぶりに増加に転じるなど、概ね堅調に推移しました。
このような状況の中で当社は、技術的優位性の高い電動ハイブ

リッド射出成形機の拡販に努め、国内はもとより、韓国、台湾、
中国など拡大するアジア市場向けの需要取り込みを図る一方、徹
底したコストダウンに取り組み、経営全般にわたる一層の効率化
の推進に努めてまいりました。また、新製品として、世界で初め
ての、新しい方式のマグネシウム合金対応射出成形機「Mg-Plus」
の販売を開始して、新たな需要分野への展開を図りました。
これらの結果、当期は、高機能化が進む携帯電話やDVD、デ

ジタルカメラ、液晶関連などの精密部品用途を中心に、国内及び
アジア向けに販売が好調に推移し、また、自動車部品向けの需要
も拡大したことにより、売上高は、前期比80.5％増の64億54百万
円と大幅な増収となりました。
利益面につきましては、大幅な増収と製造工程の一部内製化を

推進して原価率の改善に努めたことにより、経常利益は2億51百
万円、当期利益は2億70百万円となりました。
なお、利益配当金につきましては、当期の業績と経営環境を勘

案いたしまして、1株につき3,500円とさせていただきました。
つぎに今後の見通しを申し上げますと、デフレの進行、株価の

低迷や厳しい雇用情勢などの懸念材料を抱え、依然として先行き
不透明な状況で推移するものと思われます。
当社といたしましては、製品面では、競争優位性を高めるべく、
サイクル性能を向上させ、耐久性の高い、高品質な製品を目指す
とともに、海外生産に対抗しうる、一層のコスト削減策に取り組
んでまいります。
販売面では、グローバルな事業体制の構築という視点から、中

国、台湾、タイ、シンガポール及び米国に販売子会社を設立して
拡販に努めてまいりましたが、なかでも、今後も需要の拡大が予
想される中国を中心に販売体制の強化に努めて、さらなる受注の
拡大を図ってまいります。
これらを重点課題として取り組み、いかなる事業環境におきま

しても、安定した成長を続けることができる、より強固な経営基
盤の確立に全力を尽くす所存であります。

営業の概況
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資 産 の 部
流 動 資 産

現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
原 材 料
仕 掛 品
子会社短期貸付金
前 払 費 用
未 収 入 金
未収還付消費税等
そ の 他
貸倒引当金

固 定 資 産
有形固定資産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
工具器具備品
土 地

無形固定資産
ソフトウェア
そ の 他
投 資 等
投資有価証券
子会社株式
出 資 金
子会社出資金
破産債権等
従業員長期貸付金
長期前払費用
そ の 他
貸倒引当金

6,279,224
4,069,216
739,816
468,933
1,551,742
281,481
572,754
325,645
46,898
16,023
44,817
25,657
27,550

△32,104
2,210,007
2,065,899
811,900
10,669
112,066
8,262

1,123,000
2,853
2,116
736

141,254
21,521
16,554
900

75,000
65,810
2,495
43

24,740
△65,810

4,598,086
3,797,958
1,686,881
573,697
567,237
512,800
220,000
119,738
83,261
10,331
3,698
13,984
5,581
745

800,127
606,200
127,748
16,278
16,654
33,245

1,681,138
1,575,020
106,903
106,903

（270,007）
△785

負 債 の 部
流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短期借入金
一年以内返済予定の長期借入金
一年以内償還予定の社債
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
前 受 金
預 り 金
前 受 収 益
そ の 他

固 定 負 債
長期借入金
長期未払金
長期前受収益
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

資 本 の 部
資 本 金
利益剰余金

当期未処分利益
（うち当期利益）

株式等評価差額金

（平成15年3月31日現在）

（単位：千円）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

合　　　計 6,279,224 合　　　計 6,279,224

貸借対照表
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平成14年4月 1日から（平成15年3月31日まで）
科　　　　目 金　　　　額

（ 経 常 損 益 の 部 ）
営 業 損 益 の 部
営 業 収 益

売 上 高
営 業 費 用

売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益

受取利息及び配当金
受 取 手 数 料
賃 貸 料 収 入
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 利 息
賃貸固定資産諸費用
為 替 差 損
雑 損 失

経 常 利 益
（特 別 損 益 の 部）
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
諸 引 当 金 戻 入
国定資産税等還付

特 別 損 失
退職給付会計移行時差異償却費
子会社出資金評価損

税 引 前 当 期 利 益
法人税、住民税及び事業税
当 期 利 益
前 期 繰 越 損 失
当 期 未 処 分 利 益

4,882,936
1,310,303

3,392
3,171
39,492
12,273

43,727
2,586
16,706
2,198
3,771

419
281

33,936

3,640
1,956

6,454,902

6,193,239
261,662

58,330

68,991
251,002

34,637

5,597
280,041
10,034
270,007
163,103
106,903

（単位：千円）

損益計算書
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科　　　目

当 期 未 処 分 利 益

利 益 準 備 金

利 益 配 当 金

（1株につき3,500円）

役 員 賞 与 金

（うち監査役賞与金）

次 期 繰 越 利 益

金　　　額

106,903,987

6,170,200

48,202,000

13,500,000

（600,000）

39,031,787

これを次のとおり処分いたします。

（単位：円）

（単位：百万円）

期 別
区 分

売 上 高

経 常 利 益

当 期 利 益

1株当たり当期利益

総 資 産

純 資 産

第9期
（平成13年3月期）

6,464 3,575

297 △ 728

222 △ 785

17,737円53銭 △58,809円60銭

6,809 4,886

1,936 1,411

第10期
（平成14年3月期）

（注）1．△印は損失を示します。
2．1株当たり当期利益は、当期より役員賞与等を控除して算出しております。

利益処分

業績等の推移

第11期
（平成15年3月期）

6,454

251

270

18,625円28銭

6,279

1,681
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資 産 の 部

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

たな卸資産

未 収 入 金

そ の 他

貸倒引当金

固 定 資 産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具備品

土 地

減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

そ の 他

投 資 等

投資有価証券

従業員長期貸付金

破産債権等

そ の 他

貸倒引当金

6,247,748

4,085,850

779,057

1,996,450

1,231,850

33,988

76,061

△31,557

2,161,898

2,105,798

1,063,062

203,763

32,914

1,123,000

△316,941

2,853

2,116

736

53,246

23,128

2,495

65,810

27,623

△65,810

4,613,681

3,813,554

2,271,291

559,279

512,800

220,000

127,206

10,331

84,587

28,056

800,127

606,200

16,654

33,245

144,027

1,634,067

1,575,020

66,228

△785

△6,394

負 債 の 部

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短期借入金

一年以内返済予定
長 期 借 入 金

一年以内償還予定社債

未 払 金

未払法人税等

未 払 費 用

そ の 他

固 定 負 債

長期借入金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

そ の 他

資 本 の 部

資 本 金

利益剰余金

その他の有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

（単位：千円）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

合　　　計 6,247,748 合　　　計 6,247,748

（平成15年3月31日現在）

連結貸借対照表
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（単位：千円）

平成14年4月 1日から（平成15年3月31日まで）

科　　　　目 金　　　　額

（ 経 常 損 益 の 部 ）
営 業 損 益 の 部
営 業 収 益

売 上 高
営 業 費 用

売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益

受取利息及び配当金
受 取 手 数 料
賃 貸 料 収 入
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
為 替 差 損
賃貸固定資産諸費用
そ の 他

経 常 利 益
（特 別 損 益 の 部）
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入
固定資産税等還付

特 別 損 失
退職給付会計移行時差異償却費
関係会社出資金評価損

税金等調整前当期利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

4,957,828
1,400,532

0

1,878
3,171
39,492
17,243

46,702
2,186
16,706
10,100

0

419
281

33,936

3,640
1,956
0
0
0
0

6,583,406

6,358,361
225,045

61,786

75,695
211,136

34,637

5,597
240,176
10,233

―
229,942

連結損益計算書



－8－

科　　　目 金　額

（単位：千円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結子会社の現金及び
現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

648,193

△ 21,224

△ 287,016

△ 12,487

327,464

447,045

4,547

779,057

平成14年4月 1日から（平成15年3月31日まで）

平成14年4月 1日から（平成15年3月31日まで）

（単位：千円）

科　　　　目 金　　　　額

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

Ⅰ　資本剰余金期首残高

Ⅱ　資本剰余金減少高

１．資本準備金取崩額

Ⅲ　資本剰余金期末残高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

Ⅰ　利益剰余金期首残高

Ⅱ　利益剰余金増加高

１．当期純利益

２．資本準備金取崩額

Ⅲ　利益剰余金減少高

１．連結子会社の増加に伴
う減少高

Ⅳ　利益剰余金期末残高

458,428

229,942

458,428

1,394

458,428

458,428

―

△620,748

688,371

1,394

66,228

連結剰余金計算書

連結キャッシュ・フロー計算書（要約）
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（平成15年6月27日現在）

代表取締役会長

代表取締役社長

取 締 役 副 社 長

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

関 　 陽 一
藤 川 　 操
小 川 恒 一
藤 倉 進 司
伊 藤 義 則
井 上 幸 彦
宮 地 嘉 寿 夫
廣 崎 厚 生
丸 田 善 崇

商　　　号 株式会社ソディックプラステック

設　　　立 平成4年7月29日

資　本　金 15億7,502万円

主な事業内容 射出成形機及びその他周辺機器の開発・製造・販売

従 業 員 数 127名（出向者を含んでおります）

株式の状況 ①会社が発行する株式の総数 55,088株

②発行済株式総数 13,772株

③株主総数 01,270名

④大株主の状況

〈株主名〉 〈持株数〉 〈議決権比率〉

株式会社ソディック 6,475株 47.0％

メップ株式会社 3,600株 26.1％

シノ―ジャパンハイ―テク
0,200株 01.5％

ファンド．エル．ピー．

第一生命保険相互会社 0,100株 00.7％

東京海上火災保険株式会社 0,100株 00.7％

事　業　所

（平成15年3月31日現在）

横浜市港北区新横浜2―7―20 NKY新横浜ビル6階

石 川 県 加 賀 市 宮 町 カ 1 ― 1

本 社
加 賀 事 業 所
営 業 所

〒222―0033

〒922―0595 

仙台、 大宮、 横浜、 松本、 名古屋、 大阪、 北陸

蕁（045）475―3977㈹
蕁（0761）72―0027㈹

会社の概要

取締役及び監査役
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マグネシウム合金の成形がグッと身近になりました。
環境対策・安全性を重視した

マグネシウム合金対応射出成形機

シリーズ　ラインナップ

MP100（型締力100tf） MP220（型締力220tf） MP300（型締力300tf）

・有害性のある不活性ガスSF6、Arを使用しません。（環境対策）

・棒形状マグネシウム合金を使用します。（作業環境の改善／安

全性の向上）

・空気の遮断により、発火の恐れがなく、不要な酸化物も発生し

ません。（安全性の確保／メンテナンス費用の削減）

・溶解部と射出部を分離します。（溶解・保持炉の廃止）

・精度の高い計量と射出を実現します。（成形品の品質ばらつき

なく、強度力アップ）

棒形状マグネシウム合金 

材料供給装置 
軟化状態での拡径 

溶解シリンダー 

加熱ヒータ 

逆流防止装置 

射出シリンダー 

プランジャシール部 

射出プランジャ 射出シリンダ 

材料挿入装置 

トピックス



決 算 期 日

基 準 日

定 時 株 主 総 会

公 告 掲 載 新 聞

名 義 書 換 代 理 人

名義書換事務取扱所

同 取 次 所

毎年3月31日

毎年3月31日

その他必要ある場合は、予め公告する

一定の日

毎年6月

日本経済新聞

当社は決算公告に代えて、貸借対照表な
らびに損益計算書を当社のホームページ
《http://www.plustech.co.jp/kessan/index.html》
に掲載致しております。

東京都千代田区丸の内一丁目4番3号

郵便番号100-0005

UFJ信託銀行株式会社

東京都江東区東砂七丁目10番11号

郵便番号137-8081

UFJ信託銀行株式会社証券代行部

電話　東京（03）5683-5111（代）

UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

株主メモ

横浜市港北区新横浜二丁目7番地20
郵便番号 222-0033
蕁（045）475-3977（代表）
http://www.plustech.co.jp

株式の事務手続き（届出住所・印鑑・姓名等の変更届、配当金
振込指定書、名義書換請求書等）書類のご請求につきましては、
上記名義書換代理人にてお電話ならびにインターネットにより24
時間受け付けておりますので、ご利用ください。
0120-24-4479（本店証券代行部）
0120-68-4479（大阪支店証券代行部）

（通話料無料）

http://www.ufjtrustbank.co.jp/
なお、株券保管振替制度をご利用の株主様は、お取引口座のあ

る証券会社にご照会ください。

｝

［ ］


